
◎警察法の一部を改正する法律 
（平成三一年四月一日法律第一三号）   

一、 提案理由（平成三一年三月六日・衆議院内閣委員会） 

○山本国務大臣 ただいま議題となりました警察法の一部を改正する法律案につきまし

て、その提案理由及び内容の概要を御説明申し上げます。 

 この法律案は、警察運営の効率化を図るため、警察庁の組織について、警備局に警備

運用部を設置するとともに、中国管区警察局及び四国管区警察局を統合して中国四国管

区警察局を設置する等の改正を行うことをその内容としております。 

 以下、各項目ごとにその概要を御説明いたします。 

 第一は、警察庁警備局に新たに警備運用部を設置し、その所掌事務を定めるものであ

ります。 

 第二は、中国管区警察局及び四国管区警察局を統合して中国四国管区警察局を設置す

るとともに、管区警察局に警察支局を置くことができることとするものであります。 

 このほか、警察庁長官官房の所掌事務の変更その他所要の規定の整備を行うこととし

ております。 

 なお、この法律の施行日は、平成三十一年四月一日又はこの法律の公布の日のいずれ

か遅い日としております。 

 以上が、この法律案の提案理由及びその内容の概要であります。 

 何とぞ、慎重御審議の上、速やかに御賛同賜らんことをお願い申し上げます。 

二、衆議院内閣委員長報告（平成三一年三月一二日） 

○牧原秀樹君 ただいま議題となりました法律案につきまして、内閣委員会における審

査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、警察運営の効率化を図るため、警察庁の組織について、警備局に警備運用部

を設置するとともに、中国管区警察局及び四国管区警察局を統合して中国四国管区警察

局を設置する等の措置を講ずるものであります。 

 本案は、去る三月五日本委員会に付託され、翌六日山本国家公安委員会委員長から提

案理由の説明を聴取いたしました。八日に質疑を行い、質疑終局後、討論、採決の結果、

本案は賛成多数をもって原案のとおり可決すべきものと決しました。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されました。 

 以上、御報告申し上げます。 

〇附帯決議（平成三一年三月八日） 

 本法の施行に当たっては、次の点に留意し、その運用等について遺漏なきを期すべき

である。 

 国家公安委員会は、今回の組織改正において政令で定めることとされる事項について

厳格に審査を行うことにより、警察に対する民主的統制が図られるよう、適切に管理を

行うこと。 



三、参議院内閣委員長報告（平成三一年三月二九日） 

○石井正弘君 ただいま議題となりました法律案につきまして、内閣委員会における審

査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、警察運営の効率化を図るため、警察庁の組織について、警備局に警備運

用部を設置するとともに、中国管区警察局及び四国管区警察局を統合して中国四国管区

警察局を設置する等の措置を講じようとするものであります。 

 委員会におきましては、警備運用部を設置する意義、管区警察局統合の必要性及び統

合後の業務の在り方等について質疑が行われましたが、その詳細は会議録によって御承

知願います。 

 質疑を終局し、討論に入りましたところ、日本共産党の田村委員より反対の旨の意見

が述べられました。 

 次いで、採決の結果、本法律案は多数をもって原案どおり可決すべきものと決定いた

しました。 

 なお、本法律案に対し附帯決議を行いました。 

 以上、御報告申し上げます。 

〇附帯決議（平成三一年三月二八日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の諸点について適切な措置を講ずるべきである。 

一 政令で定めることとされる警察支局の設置については、政府内における機構・定員

に関する審査、国家公安委員会による適切な管理等により厳格な運用を期すること。 

二 中国四国管区警察局が広島市に置かれ、四国地方に管区警察局が所在しなくなるこ

とを踏まえ、四国地方において四国管区警察局が担ってきた監察、広域調整等の機能

が低下することのないよう、万全の体制を整備するとともに、本法の施行後の中国四

国管区警察局の業務の実施状況について随時確認するなど、必要な措置を講ずること。 

三 四国地方において南海トラフ地震による甚大な被害が想定されていることを踏まえ、

各種災害対策が迅速かつ効果的に行われるよう、警察において広域にわたる対応能力

の更なる向上に努めること。 

  右決議する。 


